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経済学研究第30巻第4号 195 (1275) 

北海道製造企業の成長分析
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一，製造企業の重要性

真野 惰

佐藤芳彰

北海道の産業構造において，製造業のウェイトを高めなければならないと

言う指摘が，従来から強く行われて来ている。その論旨は，大体次の様なも

のである。

北海道の産業構造は，全国的に見て，余りにも製造業の占める比重が低く

過ぎる。即ち製造業の産業構造に占める比率は， 全国平均では26.5%であ

るのに対して，本道では， 11.7%を占めるに過ぎなし、。一方北海道の移輸出

額は， 昭和53年度で3兆348億円であるのに対し， 移輸入額は5兆1，574

億円で， 差引2兆1，226億円の赤字となっている。因みに 53年度の道内純

生産は7兆4，435億円である。なおこの入超額の 89%は， 製造業関係のも

のであり， なかでも「化学製品J1一般機械J1電気機械J1輸送機械」が製

造業全体の 65%を占めている。そして， 道民所得は， 勤労者について見る
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と， 53年度月平均292，794円であるのに対し，全国平均は， 308，488円であ

り，全国水準を下廻っている。一般に，住民の所得水準は，その地域の移輸

出入の超過割合と正の相関関係が認められる以上，道民の所得を増やす為に

は，付加価値の高い製造業を増やし，その産業構造に占めるウェイトを高め

る必要がある。更に製造業の雇用誘発寄与率は，他の産業に比較して著しく

高く，安定した職場の確保増大の為にも，製造業の振興が必要であると言う

のである。

こうした考え方は，それなりに妥当なものであろう。そして製造業のウェ

イトを高めるには，一般に2つの方向が考えられる。第1の方向は，本州よ

り製造業を誘致するやり方であり，第2の方向は，地域の製造企業を育成す

る方法である。短期間で目的を達する為には，第1の方法が望ましい事は言

う迄もなし、。事実この為に多くの努力が過去において払われて来ている。そ

して地場資源に依存する様な工業の場合や，過去における特殊な技術的蓄積

がある場合には，このやり方は可成りの成功を見て来ている。例えば，かつ

ての石炭やパルプ資源の利用をもとにした本道の製鉄工場や製紙工場の誘致

は，前者の例であるし，かつての製糸工場関係の技術(女子工員の管理，機

械の維持，改善等)の蓄積を利用した諏訪地方の精密機械工業，豊富な質の

高い労働力の蓄積を利用した熊本地方への最近のエレクトロニクス関係の工

場進出などは，いずれも後者の代表的な例である。逆に，そうした便宜を欠

いた地域の場合には，関連した下請け工場も労働力も余り必要としない様な

装置産業の誘致と言った例外を除き，製造業は誘致に応じないのが普通であ

り，ま.たそれが当然で、あろう。もし国や行政機闘が政策的に，課税・金融そ

の他の優遇策を用いて誘致に努めたとしても，せいぜい技術的・企画的な中

心機能を除外した，いわば限界的工場が進出して，増幅された景気の波を雇

用関係を中心として，地域社会にもたらす結果となるのが普通である。

逆に言えば，地場の製造企業が育ち，技術が蓄積され，質の高い労働力が

増えれば，特別の誘致策を講じなくても，多くの製造業が自づから進出して

来るものなのである。従って，本道の場合，製造業の誘致を考える前に，ま
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ず遠回りの様でも地場の製造企業の育成強化を図らなければならない事とな

る。事実，本州の製造業が本道に進出する際の問題点として常に指摘するも

のの最上位には，関連下請け工場と労働力が，輸送条件の問題と並んで指摘

されているのである。本道の製造業のウェイトを高める為には，本道に本社

を持つ地場の製造企業の現状把握と，そこから本道の製造企業に適した経営

の在り方を帰納法的に見出す事が基礎的出発点となると結論せざるを得ない

のである。

二，従来の製造企業調査

一一財務分析調査一一

本道の製造企業の体系的な実態調査は，従来主として事業所数，従業員

数，給与，出荷額，投資額乃至投資効果等経済学的な実態把握が行われてい

たに止どまり，経営学的に必要な企業活動の実態に及んだ調査は，僅かに道

によって毎年行われる「北海道法人企業経済調査の結果報告書J，北海道商

工指導センターによって行われる「北海道における中小企業の経営指標」及

び， TKCによる rTKC経営指標J(TKC全国システム委員編集・ TKC計

算センタ一発行)による，財務指数を中心とした調査が見出されるのみであ

る。今，これ等の調査結果に従って， 53年度における本道製造企業の全般的

特徴を概観すると，大略次の様な事が言えるであろう。

先ず気が付く事は，悲しいまでの自己資本の蓄積の薄さである。例えば第

1表に見る普通の場合であれば好ましい指数である自己資本経常利益率や総

資本回転率，設備投資効率の高さ，棚卸資産回転期間，売掛金や買掛金期間

の短かさ等も，従業員1人当りの付加価値額や労働装備率，総資本営業利益

率等の低さから見て，過少資本即ち，もっと機械や設備を使うべき筈が使わ

れておらず，更に仕入に対しても必要な信用が与えられて居らず，従ってま

た借入金への過度の依存が，販売に際Lて信用を与える能力を奪っている事

を示している。ただ制度金融が全国に比較Uて行き届いている為に，借入金

利子率が低く保たれる結果となっていると考えられる。第3表は， 資本金
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第1表財務営業比率

北海道|全 国

1.当座比率(%)

2.流動比率(%)

3.固定比率(%)

4.自己資本比率(%)

5.総資本営業利益率(%)

6.総資本経常利益率(%)

7. 自己資本経常利益率(%)

8.売上高営業利益率(%)

9.売上高経常利益率(%)

10.総資本回転率(回〕

11.有形固定資産回転率(回〉

12.棚卸資産回転期間(月〕

13.売掛金回転期間(月〕

14.買掛金回転期間(月〕

15.信用供与率(%)

16.手元流動性(%)

17.借入金利子率(%)

18.減価償却率(%)

19.配当率(%)

20.配当性向(%)

21.社内留保率(%)

22.付加価値率(%)

23.従業員1人当り付加価値額(万円〕

24.労働装備率(万円〉

25.設備投資効率(%)

74.5 

111.0 

209.5 

14.5 

5.8 

3.9 

27.2 

3.3 

2.3 

1. 75 

6.93 

1. 25 

1. 86 

2.03 

91. 6 

11.1 

6. 7 

17.0 

8.9 

19.5 

67.4 

20. 7 

3，365 

234.4 

143.5 

77.1 

113.9 

201. 4 

18.3 

5.9 

4.0 

22.6 

4.4 

3.0 

1. 32 

4.97 

1.54 

2.22 

2.19 

145.3 

13.4 

7.3 

13.6 

9.6 

31. 4 

63.0 

22.2 

3，960 

358.0 

110.4 

(資料〉北海道「昭和53年度北海道法人企業経済調査の結果報告書」
昭和55年3月，大蔵省， 財政金融統計月報， 法人企業統計年
報特集， No. 331， 1979年11月。

l億円以下の黒字企業についてのみ取り挙げているが， より直接に同じ事実

を読み取る事が出来るであろう。そして，第2表は，一般的な経費の使い方

や労働力の利用方法に考慮する必要性の存在を示している。

なお第3表は， 製造出荷額で見た本道製造業の上位を占める業種 (1位木

材・木製品工業， 2位食料品工業 5位窯業・土石品工業， なお 3位と 4位

は，パルプ・紙・紙加工製造業と石油・石炭製品製造業で，いずれも本州資
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第2表費 用 構 成

(1) 

北海道 全 国

1.売 上 高 100.0 100.0 

2.売上原価 81. 7 81. 3 

3.販売費及び一般管理費 14.9 14.1 

4.営業利益 3.3 4.4 

5.人 件 費 16.0 16.1 

6.支料払利息，割引料・動産不動産賃借 1.9 2.8 

7.減価償却費 2.2 2.6 

(資料〕北海道，上掲書。

(II) 

地 域 北海道 全 国

生 産 高 100.00 100.00 

製 原 材 料 費 43.40 45.2 

造
外 注 工 賃 4.08 8.4 

原
労 務 費 16.87 10.9 

製 造 経 費 10.66 8.6 
価 メ日斗 計 75.01 73.1 

販

売

管

理

費

売上高
「一一一一一一一一一一一一一一
人 件費

その他販売管理費

合 計

100.00 100.00 

5.2 

9.8 

15.0 

(資料〉北海道商工指導セシター「北海道における中小企業の経営指標

昭和54年版」昭和54年3月。

本が中心と考えられる)についての経営指標をも表示しておいた。興味ある

事は， 1位の木材， 木製品工業と 2位の食料品工業の収益性が全国平均を上

廻っているが，食料品工業の収益性は，可成り制度金融に助けられている面

が見られる事である。また窯業・土石品工業は逆に全国に比較して資本の蓄

積が進んでいるが，効率の悪さが収益性を低下せしめており，冬期の建設関

係を中心とした積雪寒冷地の影響を読み取る事が出来る。なお TKC経営指

標は，他の2種の調査結果と若干異なる結果を示している。即ち北海道企業
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第3表主要経営指標(黒字企業〉

11製造業総平均|食料品工業 11繁製品主主 l空石品主

北海道全国 北海道全国 北海道全国 北海道全国

1.経営資本対営業利益率(%) 6.9 7.5 8.1 7.8 5.3 4. 7 6.5 8.8 

2.売上高対総利益率(%) 23.9 23.2 25.5 26.0 20.3 18.5 26.2 28.6 

3.売上高対営業利益率(%) 3.7 3. 7 3.9 3.6 2.8 3.8 5.1 

4.売上高対経常利益率(広〉 4.5 5. 1 4. 7 4.6 4.0 3.3 4. 7 5. 7 

5.売上高対支払利息率(%) 2.0 1.9 1.3 1.7 2.5 2.1 2.9 2.2 

6. 自己資本対税引後利益率(%) 20.9 29.0 24.3 28.6 18. 1 23.0 21. 0 31. 2 

7.総資本対税引前利益率(%) 7.9 8.5 10.0 8.8 5. 7 5.6 6.8 9. 7 

8.流動比率(%) 136.6 152.0 145.7 161.1 124.4 140.1 125.5 155.9 

9.当座比率(%) 97.1 111.0 98.9 100.3 84.3 90. 7 82.8 121.6 

10.総資本対自己資本比率(%) 27.8 32. 1 30.6 34.6 21. 0 26.8 23.9 32.5 

11.自己資本対固定資産比率(%) 139.6 131. 7 142.2 132.3 137.0 137.3 170.8 141. 9 

12.固定長期適合率(克〉 73.3 73.6 72.7 75.4 65.8 74.7 90.6 75.8 

13.経営資本回転率(回〉 2.1 1.8 2. 7 2. 1 1.7 1.8 1.8 1.7 

14.固定資産回転率(回〉 7.5 6.8 9.3 7.4 8.0 7.4 4.4 5.6 

15.受取勘定回転率(回〕 9.4 5.5 10.2 4.3 5.8 8.6 5.4 

16.支払勘定回転率(回〕 7.8 5. 3 17.9 9.4 3.5 4.8 4.0 4.5 

17.原一材料回転率(回〉 46.8 64. 1 53.9 55.4 15.3 25.5 107.2 100.3 

18.製品回転率(回〕 60.4 59. 7 128.6 64.9 44.5 46. 7 31. 4 61. 4 

19.仕掛品回転率(回〉 85.5 79.6 57.9 98.6 93.1 101.4 -1 129.7 

20.生産高対加工高比率(%) 49.5 51. 9 45. 1 51. 1 43.4 41. 7 59.3 70.4 

21.従業員1人当り生産高(千
円〕 10，772 12，189 12，253 14，499 11，539 12，451 13，244 

8，238 

22.加工高対人件費比率(%) 50. 7 44.9 47.5 36.0 48.8 43.7 38.7 39. 7 

23. 従業員1人当り与月額間平(千均円給〉 169 180.5 137 159.1 159 159.4 183 166.4 

24.従業員1人当り機械装(千備円額〕 763 989 634 1，056[ 528 730 2，053 1，206 

(資料〕北海道商工指導セγター，上掲書。

(黒字)は，総資本利益率において全国平均を上廻り，売上高利益率におい

ても全国平均並の成績を上げ，従業員1人当りの売上高・人件費・有形固定

資産の何れにおいても平均以上の指数を示している。また他の 2調査と異

り，木材木製品工業は，全国水準以下の業績しか上げていない結果となって

いる。調査対象となった企業の違いの生み出した相違で、あるが，この場合に
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第4表 TKC経営指標 (53年度〕

北海道|全 国

1.総資本営業利益率(%) 8.9 7.8 

2.総資本経常利益率(%) 6.2 5.8 

3.自己資本利益率(税引前)(%) 34.5 28.3 

4.総資本回転率(回〉 1.8 1.6 

5. 自己資本回転期間(日) 36.9 47.9 

6.棚卸資産回転期間(日〉 23.8 30.1 

7.有形固定資産回転期間(日〉 55.6 57.6 

8.買入債務回転期間(日〕 58.0 58.9 

9.売上高営業利益率(%) 5.0 5.0 

10.売上高経常利益率(克〉 3.5 3. 7 

11.売上高支払利息割引率(%) 2. 1 2.1 

12. 1人当り売上高(千円〉 989.4 912守8

13. 1人当り人件費(千円〉 199.1 189.4 

14. 1人当り有形固定資産(千円〕 1，807.2 1，728.4 

15.加工高設備生産性(%) 290.3 258.4 

16. 1人当り加工高(不円〉 437.2 372.2 

17.労働分配率(加工高)(%) 45.5 50.9 

18. 1人当り付加価値率(月)(千円〉 299.6 283.9 

19.流動比率(%) 109.4 119.5 

20.当座比率(%) 86.1 93.0 

21.預金対借入金比率(%) 45.8 40.3 

22.固定比率(%) 59.9 73.5 

23.自己資本比率(%) 18.4 21. 3 

24.損益分岐点(月)(千円〉 17，547.0 18，228.8 

おいても，本道企業の資本蓄積の薄さと，それに伴う一般的特徴は明白に示

されている。

従来から行われて来たこうした財務関係を中心とした企業の実態調査は，

それなりに重要な意味を持った不可欠のものである。しかし，これらの数字

は，企業活動の結果を示すもので，その過程を示すものではない。本道企業

の育成にとって必要な事は， こうした指数を生み出す企業活動の実態を内在

的に明らかにし，それぞれの活動要因が経営業績に対して持っている意味を

検討して行く事である。既に全国企業については，この種の分析が従来から
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行われている。本調査においては，それ等の分析調査の内，毎年通産省によ

って行われている調査結果「新しい経営力指標， 昭和54年版」を可能な場

合には比較の主要な対照として，本道製造企業の特徴を以下分析する事とす

る。なお，通産省の全国調査は，その対象が東京及び大阪証券取引所に上揚

されたものであるために，規模的には正確な比較対象とは言い得ない事，及

び調査時点が昭和53年度であり，われわれの調査時点の昭和54年度との聞

にl年の差のある点に留意する必要がある。

三，製造企業の成長分析調査

北海道年鑑(昭和55年版)により， 本道に本社を有する製造企業493社

を選び， 55年8月15日にアシケート用紙を配布して 9月10日までに 152

社より解答を得た。この内， 統計的分析対象となり得る解答を寄せられた

140社(第1表)について分析を行った。資本金は 3千万円以上である。

まず通産省の分析手法を用いて「業績評点」を算出し， 21の質問に対する

第1表解 答 企 業

業 種 |社 数 害l メ日斗

1.食 料 品 37 26.4 

2.木材，木製品 28 20.0 

3.家具，装備品 4 2.9 

4. バノレプ，紙製品 2 1.4 

5.出版・印刷関係 3 2.1 

6.化 学 5 3.6 

7.ゴム製品 O 。
8.窯業・土石製品 23 16.4 

9.鉄 鋼 3 2. 1 

10.金属製品 11 7.9 

11.一般機械 8 5.7 

12.電気機械 2 1.4 

13.輸送用機戸械 l O. 7 

14.そ の 他 13 9.3 

言十 140 100.0 
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解答との聞の相関を求めた。「業績評点」は oから 10点までの連続数評点
で現わされ，これは， r成長性評点」と「収益性評点」を加えたものである。

なお，各評点は次の様に定義される。

成長性評点=4年間の売上高の移動平均値の伸び率を 0~5 点までの連続数に

評点化したもの

昭和52年度売上高十昭和53年度売上高+昭和54年度売上

売上高伸び率=E 一 一

高

収益性評点=使用総資本純利益率を 0~5 点までの連続数に評点化したもの

昭和54年度税引後純利益
使用総資本純利益率=

昭和54年度使用総資本

なお，全体的な業績評点によって非常に優秀な企業 (6以上)，優秀な企業

(5.5以上)と平均以下の企業 (4.5以下)その内でも低位の企業 (4以下)

を選び出L.，必要と思われる場合は，相互の比較をも行って見た。なおそれ

ぞれに属する企業は次の如くである。

業績点6以上:11社(食料品 3，木材， 木製品 1，出版印刷 1，窯業土石

2，金属3，一般機械1)

業績点 5.5以上:31社(食料品 4，木材，木製品 5，出版印刷 1，化学1，

窯業土石9，金属5，一般機械2，輸送用機械1，その他3)

業績点4.5以下:33社(食料品 12，木材，木製品 8，化学1，窯業土石6，

金属1，電気機械1，その他4)

総資本経常利益率(%)

売上高経常利益率(%)

総資本回転率(回〕

自己資・本比率(%)

第2表

従業員1人当り売上高(百万円〉

対前年度売上高上昇率(%)

140社の財務指標

何度 [52年度 [53~i:l函賄事
4. 411 4. 711 5. 41 

2. 861 2. 921 3. 541 3. 751 3. 63 

1.54 1. 61 

15. 69 16.69 

16，3241 17，851 

6.311 16.29: 11. 64 
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業績点 4以下:11社(食料品 5，木材，木製品 2，窯業土石 2，その他 2)

なお 140社の財務指標は第2表の通りであり，本道企業としては，平均L

て業積の良い企業群である為に，業績点4以下の企業といえども，社会的に

は可成り業績の良い水準にあるものである事は言うまでもない。なお 140社

中に赤字企業は，昭和49年から準備が成され，昭和54年に設立され，まだ

本格的活動に入っていない 1社のみである。

1. トγブ・マネジメントの構成と業績

通産省の全国調査では，一般に社長・役員の年令が若い程，業績が良いと

言う傾向が認められる。北海道の場合は，全国調査に見られる程には，顕著

第3表社長の年齢と業績

|全体!食料品|木材!窯業|金属|機械lその他|全国
1.55歳未満

2.55 歳~62歳

4.96 4.85 4.55 5.02 5.92 5.17 4.77 5.193 
(54) (18) (10) ( 9) ( 5) ( 2) (10) 

4.87 4.50 5.05 5.20 4.91 0.0 4.80 4.920 
(41) (10) (11) ( 7) ( 4) ( 0) ( 9) 

5.07 4.88 5.04 4.98 0.0 5.19 5.21 5.061 
(24) ( 5) ( 3) ( 5) ( 0) ( 4) ( 7) 

5.17 4.85 5.08 4.62 5.8 5.77 5.22 4.920 
(21) ( 4) ( 4) ( 2) ( 2) ( 2) ( 7) 

3.62 歳~67 歳

4.67歳以上

合 計而討ち誇1 tぷ[
(註〕以下( )内は社数を示す。
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第4表役員の平均年齢と業績

|全体|食料品 i木材l窯業|金属 i機械|その他|全国
1. 55歳未満

5.06 5.05 4.83 5.23 5.57 5.34 4.91 
5.27 (93) (24) (23) (18) ( 8) ( 3) (17) 

歳
4.88 4.58 5.40 4.18 0.0 3.15 4.98 4.84 (16) ( 6) ( 3) ( 1) ( 0) ( 2) ( 4) 

4. 75 4.03 4.60 4.48 5. 14 5.24 5.09 
5.00 

〔町| ( 5) ( 2) ( 2) ( 2) ( 2) ( 8) 

4.97 4.02 0.0 5.00 5.81 4.97 
4.96 (10) ( 2) ( O)j ( 2) ( 1) ( 1) ( 4) 6 

2.55歳~
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第5表社長の在職期間と業績

|全体!食料品!木材|窯業|金属|機械|その他|全国

1. 3年未満 4.98 5.05 4.17 5.10 5.81 5.55 4.821 
(27) ( 7) ( 4) ( 5) ( 3) ( 2) ( 6) 

2.3 年~6 年 4.76 4.51 5.15 4. 79 5.11 0.0 4.49 5.062 
(21) ( 7) ( 3) ( 6) ( 3) ( 0) ( 2) 

3.6 年~16 年 5.02 4.81 4.88 5.36 5.35 5.12 5円 5. 109 (57) (16) (11) ( 9) ( 3) ( 2) (16) 

4.16年以上
5.07 4. 70 5.08 4.97 6.01 5.32 5.08 5.118 
(35) ( 7) (10) ( 3) ( 2) ( 4)i ( 9) 

メ為
日 計i(143?l
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4.971 
(33)1 

第6表役員の在職期間と業績

|全体[食料品|木材 1窯業[金属|機械 lその他 l全国

1. 5年未満 5.53 5. 70 5.57 6.05 0.0 5.48 4. 737 
(15) ( 3) ( 2) ( 6) ( 2) ( 0) ( 2) 

5 年~8 年 4.80 4.20 4. 75 4.62 5.35 5.28 5.15 4.935 
(31) ( 8) ( 2) ( 6) ( 3) ( 1) (11) 

8 年~11 年 4.89 4.93 4.75 5.44 5.02 5.02 4. 70 5.196 
(42) (12) (10) ( 4) ( 2) ( 3) (11) 

11年以上
5.02 4. 79 4.88 5. 18 5.66 5.57 4.96 5.198 
(52) (14) (14) ( 7) ( 4) ( 4)1 ( 9)j 
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3. 

4. 

。口、
j

Q
J

お

A
斗

A
f
l

、、

n

口、
j

の
d
n
i
・ηο
4
f、

nwu

、、，ノ
9
0
 

-
a佳
4
1
 

〆
r
t

、
計 18lhi?11;41hZ| メ込

日

1.創業者

2.二代目社長

|全体!食料品|木材|窯業|金属|機械|その他|全国[喜長官臨益質

調;:;12151;12111:::::
き曹 ::: ::: :: ;::l :; :1 511 1 ::; 

-L11判型l型!41!!?!ザ13111割引
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な傾向は認められない。

通産省の調査では，社長及び役員の在職期間の長い企業程良い業績を上げ

ている。北海道の場合は，必ずしも明確な関係は認めない。

創業者社長の企業業績が通産省の調査でもわれわれの調査でも最も良い結

果を示している。しかし，次に業績の良いのは，本道では他の機関から社長

を迎えている処であり，通産省の結果とは異る。これは，通産省の調査の対

象となった企業は，後継者を育成する制度が通常既に出来上っている為に，

他の機関から社長を迎える様な場合は，本道企業に比較して経営が行きづま

った様な場合が相対的に多いためと考えられる。この事実は，本道企業の場

合二代目の社長の企業業績が最も悪い事実をも説明するものである。因みに

55歳未満
2.51 2.61 

3年未満
2.44 2.96 

(54) (93) (27) (15) 

55 歳~62歳
2.44 2.48 3 年~6 年

2.37 2.42 
(41) (16) (21) (31) 

62 歳~67 歳
2.62 2.32 6 年~16 年 2.60 2.43 
(24) (21) (57) (42) 

67歳以上
2. 79 2.64 

16年以上
2.66 2.61 

(21) (10) (35) (52) 

第8表年齢構成と成長性評点

華長十李嘉島芸品自|警官官自

メ〉、
日 計

2.55 
(140) 

2.55 
(140) 

i斗
日 計

2.55 
(140) 

2.55 
(140) 

第9表年齢構成と収益性評点

産長島|筆lif~ 11 霊品自|霊智晶
55歳未満

2.45 2.45 
3年未満

2.53 2.57 
(54) (93) (27) (15) 

62歳
2.43 2.40 3 年~6年 2.40 2.39 
(41) (16) (21) (31) 

67歳
2.45 2.43 6 年~16 年

2.42 2.45 
(24) (21) (57) (42) 

上
2.38 2.34 l16年以上 2.41 2.41 
(21) (10) (35) (52) 

55歳~

62歳~

67歳以

1斗
仁I

2.44 
(140) 

2.44 
(140) 

メ斗
日

2.44 
(140) 

2.44 
(140) 
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業績が4以下の 11社中6社は 2代自社長の企業であり，逆に業績が6以上

の11社の中には， 2代目社長の企業は全く含まれていなし、。また後者(業績

6以上)の企業の内6社は，創業者社長の企業である。本道企業における創

業者社長の後継者問題は，本州企業以上に早急に配慮されるべき必要性があ

る。なお社長の出身地位と役員の在位年数の関係を， 業績点4.5以下の 33

社について見ると， 2代目社長の 11社の役員の平均は12.7年(調査会社全

体の平均は9.9年)であり，創業者以来の役員が多数残っている事が推察さ

れる。それにも拘らず，業績が相対的に低い傾向が認められる点は注目され

る。後継者の資質の重要性を裏書きするものであろう。

次に業績評点、を成長性(売上高の伸び率)と収益性(総資本利益率)に分

解して見ると，一般に年令構成の若い程収益性が良く，高令化する程成長性

が高くなる傾向が認められる。換言すれば，若い人程，利益率を重視し，高

令者程売上高の伸びに注目する傾向が認められる。

11. 最高意思の決定方式と業績

通産省の調査では，最高意思決定機関での決定方式と企業業績の関係は，

企業を巡る環境によって異る。即ち変動期には社長中心型，安定期になる程

役員中心型が業績的に良くなる傾向が認められる。環境状況に従って，社長

のリーダーシップの取り方が変わらなければならない事を示している。従っ

第10表最高意思決定機関での決定方式と業績

[全体lpl木材|窯業|金属[機械lrl全国!喜長時益長
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て， 正確な比較の為には， 昭和 54年度についての通産省の調査結果の発表

を待たなければならなし、。本年度の調査では，本道では役員の意見を取り入

れる企業の業績が良く， 特に上位11社について見ると， 役員の意見参考型

の企業が8社を占めている。

III. 企業戦略と業績

(1) 企業の強み

自社の強みの置き処を調べて見ると，製品開発能力と安定した販売先・納

入先を第1の長所としている処は業績が良い。ただし，食料品，木材・木製

品の業界には，製品開発能力を第1の長所とした企業が全く見当らない点が

注目される。また通産省の調査で、は，経営陣を長所としている処は少い (3.7

%)事が報告されているが，本道においては l割強の企業が，これを第一の

長所に挙げて居り，かつ業績も良L、。個人の能力が，直接業績に強く結びつ

く本道中小企業の特徴が表われていると考えられる。また僅か2社ではある

l 企業の伝統・知名度・ブラ 4.93 4.93 4.87 5.01 6.38 
γ ド (35) (15) ( 6) ( 4) ( 2) ( 1)1( 7) 

2.経営陣 5.20 4.94 5.28 5.25 6.00 o. 0 15. 041 -1 2. 76 
(16) ( 5) ( 6) ( 3) ( 1) ( 0) ( 1) 

3.取扱い製品の特性・成長性 4‘86 4.29 4.32 5.20 5.09 5. 18 5.01 5.093 2.45 (38) ( 7) ( 4) ( 9) ( 3) ( 2) (13) 

4.製品開発力 5.20 0.0 0.0 4.56 5.61 5.21 0.0 5.291 2.81 
( 9) ( 0) ( 0) ( 2) ( 3) ( 4) ( 0) 

5.従業員の資質・意欲 4.82 4.62 3. 73 0.0 0.0 0.0 5.60 2.38 
( 6) ( 1) ( 2) ( 0) ( 0) ( 0) ( 3) 

6.優秀な下請 4.85 5.32 0.0 0.0 4.39 0.0 0.0 -1 2.49 
( 2) ( 1) ( 0) ( 0) ( 1) ( 0) ( 0) 

7.安定した販売先・納入先 5.10 4.74 5.17 5.13 5.59 6.35 5.10 4. 977 2.69 
(30) ( 7) ( 9) ( 5) ( 1) ( 1) ( 7) 

8 資産内容 4.26 0.0 4.31 0.0 0.0 0.0 4.22 -1 1. 91 
( 2) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 1) 

9 その他 5.42 4.92 0.0 0.0 0.0 0.0 5.92 
( 2) ( 2) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 1) 

第11表企業の第 1の強みと業績

!全体11判木材操業!金属|機械I~O) I全困層長鰐益告
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第12表企業の第2位・第3位の強みと業績

ー 一一一 |全体l坦型空[空画自己目E
1.企業の伝統・知名度・プラ γ ドI5叫 5246お13.83!6. 02]4. 6310. 0 I 2. 871 2. 41 
と取扱い製品の特性成長性 1 (5)1 (1)1( 1)!( 1)1( 1)!( 1)1( 0)1 

三企業の伝統・知名度・ブラ γ ド15. 021 5. 1815. 32io. 0 iO. 0 15. 28~4. 73] 2. 641 2. 38 
と製品開発力 1 (7)1 (2)1( 1)1( O)I( O)I( 1)1( 3) 

3.企業の伝統・知名度・ブラ γ ド14. 751 5. 2314. 3214. 6014. 9810. 0 14. 751 2. 371 2. 38 
と安定した販売先・納入先 1 (9)1 (1)1( 2)1( 2)1( 3)1( O)I( 1)1 

4.企業の伝統・知名度・ブラ γ ド15. 081 4. 7914. 6010. 0 15. 4915. 7815. 08[ 2. 671 2. 41 
とその他 1 (14)1 (2)1( 4)1( .O)I( 1)1( 3)1( 4) 

5.取り扱他い製品の特性・成長性と 5.08 4.82 0.0 0.0 0.0 5.08 
その (11) ( 4) ( 0) ( 0) ( 0) ( 1) ( 6) 

6. 経ブ営ラ陣γとド企・業安定の伝し統た販・知売名先度・納・ 4.97 4.49 5. 18 0.0 0.0 0.0 5. 151 2. 571 2. 40 

入先
( 7) ( 2) ( 2) ( 0) ( 0) ( 0) ( 3) 

7.経営陣その他
5.09 4.82 5.50 5.34 0.0 
( 8) ( 2) ( 1) ( 2) (0) ( O)I( 3) 

8. 取安定り扱したい製販売品先の特・納性入・成先長性と 5.22 5.37 4.80 4.98 6.38 
5. 1314. 481 2. 631 2. 59 

(15) ( 5) ( 3) ( 1) ( 2) ( 2) ( 2) 

9.取り扱他い製品の特性・成長性と 4. 79 0.0 5.25 5.23 5.59 0.0 4. 261 2. 431 2. 36 
その ( 8) ( 0) ( 1) ( 2) ( 1) ( 0) ( 4) 

10.安他定した販売先・納入先とその 5.04 4. 73 4.88 5.27 5.35 0.0 5. 491 2. 581 2. 46 
(40) (14) ( 8) (10) ( 5) ( 0) ( 5) 

11 その他 621 3. 8614. 6815. 1…o 14司2.211 2.40 
(16)1 (4)1( 5)1( 5)1( O)I( O)I( 2) 

12.合 計 (4447州53[5if15314971255|244(140)1 (37)1(28)1(23)1(11)1( 8)1(33)1 (140)1 (140) 

が，資産内容を第ーの長所としている処があり，業績面で余り良くない点が

注目される。また， 業績6以上の 11社と， 業績4以下の 11社を比較する

と，従業員の資質・勤労意欲を第1及び第2，第3位に挙げているのは， 業

績 6以上のグ、ループで2社 (2位と 3位に各1社づっ)であるのに対し， 業

績 4以下のグループでは6社 (1位 1社)に上がっている。会社が苦しい程，

従業員が団結して努力する傾向が現われているとも，余り他に特徴がない企

業が下位に集まったとも言える。

また第2第 3の企業の強みと考えているものの組み合わせとの関連で見る

と，製品開発力や経営陣を挙げている企業は，数は少いが業績の良い場合が

多い事に注目される。また安定した販売先・納入先をその 1っとして挙げて

いる企業が約70社程度あり，第1位にこれを挙げた 30社と合算すると，被
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調査企業の内の約 100社程が安定した販売先・納入先を持っている事が判

る。因みに，この種の企業は業績の良い場合が多い。また伝統・知名度・ブ

ラγ ドを第lの強みとしている処は業績は良くなく 2位 3位の強みとし

ている処は比較的良し、。知名度によりかかる事の危険性とその重要性とを同

時に現わしているものと思われる。なお企業の強みの第1位より見た業績評

点を成長性評点(売上高の伸び)と収益性評点(利益率)に分解して見ると，

収益性評点よりも成長性評点に差が見られる。即ち，企業の強みと考えられ

るものは，利益率よりも売上高の伸び率に影響する傾向が認められる。

(2) 海外市場

現在海外市場からの撤退を考えている 2社は，木材・木製品(ベニヤ板)

の2社である。一般に海外市場を考えている処程業績が良し、。なお通産省の

調査では，自社営業所・販売子会社経由で輸出をしている処が一番業績が良

く，次いで海外生産拠点に投資する型で海外市場を考えている処，第3に海

外戦略を考えていない処の順となり，最も業績の悪いのは，商社・代理屈経

由で輸出している処と言う結果となっている。

(3) 本州市場

業種により可成りバラツキがあるが，通産省の海外市場に対する対策の調

査結果と同様に，商社や問屋を通じて販売している処の業績が低い事が注目

される。次に業績点を成長性評点と収益性評点に分析して見ると，本州に工

4.86 5.01 4. 931 4. 7114. 6315. 22，5. 5 
1 現在は全く考えていない (110)! (31)!(19)!(21)!( 8) ( 2) (29) 

4. 971 4. 7115. 3813. 9115. 6115. 161 4. 811 2. 57 2.40 
2.近い将来市場として考えてい (18)! (4)!( 3)!( 2)!( 3)!( 3)! (3) 
る

5. 441 5. 9915. 1510. 0 10. 0 15. 811 4. 411 2. 85 2.59 3.現在すでに有力な市場 (10)! (2)!( 4)!( O)!( O)!( 3)! (1) 

5.87 0.0 5.87 0.0 0.0 0.0 0.0 3.42 2.46 4 現在撤退を考慮 ( 2) ( 0) ( 2) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0) 

第四表海外市場に対する考え方

|全体|食料品|木材鯨|金属|機械|その他|喜常事益長
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第14表本州市場に対する考え方

I~司五福雨降l孟!属品両他I~*買事益質
1.す出でに工場・営業所などを進 5.11 4. 5015. 2810. 0 5.39 5.64 5.06 2. 72 2.39 

(27) ( 6) ( 5) ( 0) ( 4) ( 4) ( 8) 

2.商社・問屋などを通じて販売 4.84 4.86 4.97 4.14 5.24 5.01 4.74 2.40 2.44 (64) (25) (13) ( 4) ( 4) ( 4) (14) 

3.進出を考えている
4.70 4.53 4.42 5.03 5.57 0.0 4. 76 2.33 2.37 
( 8) ( 1) ( 4) ( 1) ( 1) ( 0) ( 1) 

4.市場として考えていない
5.19 4. 78 4.64 5.32 6.38 0.0 5.25 2. 72 2.47 
(41) ( 5) ( 6) (18) ( 2) ( 0) (10) 

β 、
口 百十 1 (協lz勝目指iifI1E114協同c

第15表製造の本州への移出比率勢

|全体!食料品|木材|窯業再瓦函一点|そり他|喜長賠益史

1.全くない
5.13 4. 78 4.39 5.30 6. 11 0.0 5.30 2.67 2.46 
(44) ( 5) ( 8) (19) ( 3) ( 0) ( 9) 

2. 10%未満
4.77 4.36 5.11 4.48 4.91 5.06 4.91 2.40 2.37 
(32) ( 8) ( 5) ( 3) ( 4) ( 2) (10) 

3. 10%~20%未満
5.13 5.11 5.28 0.0 0.0 4.63 5.13 2.65 2.48 
(13) ( 3) ( 4) ( 0) ( 0) ( 1) ( 5) 

4. 20%~30%未満
4.39 4.11 4.35 0.0 5.33 0.0 4.41 2.01 2.38 
( 8) ( 3) ( 3) ( 0) ( 1) ( 0) ( 1) 

5. 30%~50%未満 5.15 5.50 5.20 3.13 5. 75 5.25 5.11 2. 72 2.42 
(12) ( 1) ( 5) ( 1) ( 2) ( 2) ( 1) 

6. 50%以上
5.03 4.99 5.24 0.0 6.02 5. 78 4.58 2.57 2.46 
(31) (17) ( 3) ( 0) ( 1) ( 3) ( 7) 

百 |49914781488|5m|5M5矧 4W|2551M
(140)1 (37)1 (28)1 (23)1 (11)1 (8川 (33)1(140)1 (140) 

♂直接または販売后を通じる移出売上げの総売上高に占める比率〉

場・営業所などを進出させて， 白から販売に努力している 27社の成長性即

ち売上高の伸びが高い事が注目される。

製品の本州への移出比率を見ると 30%から 50%の移出率の処が最も良く

10%に満たない移出率の処が悪い。ただし，全く移出していない処は逆に比

較的業績が良い。また業績評点を成長性評点と収益性評点とに分解して見る

と， 30%から 50%の移出比率の企業の売り上げの伸び率の高い事が判る。

従って， このグループの企業は，やがて 50%以上のグループに入る可能性
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が強く，結局移出比率の多い程好ましいと言う事が言えよう。

(4) 長期経営計画

通産省の全国調査では，長期経営計画を立てている企業の方が業績が良い

が，北海道においては，全体平均では逆になっている。今これを業績6以上

の11社と業績4未満の 11社について見ると，業績6以上の 11社において，

長期経営計画を立てていない4社の内， 2社は系列に入っている会社であり，

他の 1社は，計画の必要性を認めながら，その実行が出来ない点を問題点と

して解答用紙に付記している。 また業績4以下の 11社においては， 長期経

営計画を立てていない3社は，いずれも比較的若い2代自社長の会社である

事は興味ある事であるO

なお業績が低くなる程，計画策定の会社が増える傾向がある事は，切羽つ

まらなければ容易に計画を立てないと言う見方も可能である。もっとも，食

料品については，原料の入手が，窯業については，公共投資が前もって予測

第 16表長期経営計画 (3年以上に亘る〉

|全体|食料品i木材|窯業|金属|機械|その他1全

1.策定している

2.策定していなし、

計 1(色!?|問|

第17表長期経営計画策定過程へのトップマネジメシトの参加と業績

|全体|食料品|木材|窯業|金属|語劇その他|霊長閉幕益長

1.直接に参加
4.86 4.48 5.d 4.69 5.10 5.04 5.02 2.45 2.42 
(46) (11) ( 9) ( 8) ( 5) ( 3) (10) 

2. 熱心に説参明を加聞くこ 5.10 4.98 5.01 5.44 6.64 0.0 4.63 2.62 2.4il 
とにより 価〉く1く6〉〈 6〉 (2〉〈 O〕 (7〉|
3.説明を聞きおく程度 5. 181 5. 141 O. 0 1 O. 0 1 5. 541 O. 0 1 4. 841 2. 851 2. 33 (5)1 (1)1 (0)1 (0)1 (2)1 (0)1 (2) 

メ斗
lコ 計 |1411制!制 113?[1if11gI1剣ち??|!ヶ1?
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し難く，長期経営計画が立て難い点も指摘出来る。

213 (1293) 

長期経営計画の策定過程に対するトッフ。マネジメントの参加の状態は，か

つて、河野豊弘教授により同種の質問で行われている(河野豊弘「企業成長の

分析J1969年 154頁)。それによると， 直接にトップマネジメシトが参加す

る企業の成長性が良いとlの結果が示されているO しかし，本調査では，逆に

余り積極的に参加しない処の方が良い結果となっている。中小企業が中心の

為に， トップが直接参加しなくてもよい程， トップの意思の徹底している処

が良いとも言い得ょう。

(5) 企業系列

通産省の調査では，金融系列への参加が，生産系列・販売系列と並んで取

り上げられている。しかし本道の製造企業には，金融系列に相当するものは

見当らないと言うのが，本道の金融機関の一致した見方であったので，調査

から除いた。一般に言って本道の場合，生産系列に属しているものが業績的

に良い傾向を示している。逆に販売系列に属しているものは悪く，系列に入

っていない企業が，その中間にある。生産系列の企業の内には，大手の製造

業の系列が比較的多い為と考えられる。また生産系列に入っている会社は成

長性評点(売上高の伸び率)が良いのに対し，収益性評点(総資本利益率)

第四表企業系列と業績

!全体|食料品!木材|窯業!金属「劇その他[成長性|収益性1/1'- 1"J I~ ，，"，，[3ll: ''''''1機刷 |評点|評点

列系
1.生産系列

5.14 4.37 5.09 5.09 5.57 5.50 5.51 2. 73 2.41 
(15) ( 3) ( 3) ( 2) ( 1) ( 2) ( 4) 

2 販売系列 4.92 4.64 4.96 6.35 0.0 0.0 5.25 2.51 2.41 
入 (16) ( 9) ( 3) ( 1) ( 0) ( 0) ( 3) 
つ 5.04 5.22 5.12 5.11 0.0 5.28 4.80 2.69 2.35 
て 3.両方の系列 (14) ( 1) ( 3) ( 5) ( 0) ( 1) ( 4) 
L 、
る 4.特に規定せず後 5. 17 0.0 0.0 5. 17 0.0 0.0 0.0 2.82 2.36 ( 2) ( 0) ( 0) ( 2) ( 0) ( 0) ( 0) 

系列に入っていない
4.96 4.87 4. 79 5.00 5.53 5.26 4.87 2.50 2.46 
(93) (24) (19) (13) (10) ( 5) (22) 

メミ~
口

計 1 4.991 4・明 4.881 5 10! 5 541 5・判 4 問 255l 244 
[(14的[ (3わ[ (28)[ (23)[ (11)1 (8)1 (33)1(140)1 (140) 

発特に規定せずとは，系列に入っていると答えながら，系列の内容を示さなかったもの
である。
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は，系列に入っていない企業の方が良い。

IV. 部門管理と業績

(1) 人事管理

人事管理については，男子従業員の平均勤続年数を調べた。

通産省の調査では，平均勤続年数が短い企業程業績が良くなっており，理

由として，成長企業程若年労働者を大量に採用し，責任ある仕事を任せてい

るからであるとしている。本道の場合札金属・一般機械等には，そうした

指摘は当てはまりそうであるが，食料品・木材・窯業の三業種にとっては，

必ずしもそうは言えない。伝統的中小企業では，手工的熟練の必要性ともか

らんで，ある程度の定着性の良さが，業績を上げていると思われる。

(2) 販売管理

① 製品のセールス・ポイシト

価格を主力製品の第lのセールス・ポイントにしている処は，業績が良く

ない事が注目される。因みに業績の低い 11社中6社が第1のセーノレス・ポ

イγトに価格を指摘しているのに対し， 業績の良い 11社中では1社のみで

ある。またブラ γ ドをセーノレス・ポイ γ トにしている処は，全般的に業績が

良い。

②新製 ロ
ロ口

過去3年間に開発・販売された新製品の現在の総売上高に対する比率と業

績との関係を見ると，大体通産省の調査結果と同様な傾向が認められ，この

1. 10年未満
5.00 4. 79 4.49 5.11 5.01 5.655 2.60 2.40 
(73) (20) ( 6) (18) (5)! (4) (20) 

2. 10 年~15 年
5.07 5.01 5.05 5.44 5.45 4.96 4.90 4.950 2.56 2.50 
(45) (10) (13) ( 2) ( 6) ( 3) (11) 

3. 15年以上
4. 78 4.43 4.88 4.84 0.0 5.81 4.93 4. 739 2.38 2.40 
(22) ( 7) ( 9) (3)[ (0) ( 1) ( 2) 

第19表 男子従業員の平均勤続年数と業績

|全体|食料品|木材|窯業|金属!面接lその他|全国|喜長官|事益去

メ〉
ロ 計 I~認11d11議i18|5if11E11hi?i 1 (鵠1(出
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第 20表 最も重視する主力製品のセーノレス・ポイシトと業績

(全体[食料品!木材|窯業|金属|属議|その他|暮長官催益告

1.技術独創性 4.98 4.72 5.05 4.85 5.31 5.21 5.04 2.56 2.41 
(56) (13) ( 6) (10) ( 7) ( 4) (16) 

2.デザイ シ 4.94 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.94 2.52 2.42 
( 3) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 3) 

3. プラ γ ド
5.05 4.94 5.02 5.16 6.00 0.0 5.24 2.61 2.45 
(28) (12) (10) ( 3) ( 1) ( 0) ( 2) 

4.価 格
4. 77 4.68 4.34 5.46 5.59 5.28 4. 73 2.35 2.42 
(30) ( 7) ( 7) ( 4) ( 1) ( 1) (10) 

5.機能本位の設計
5.11 0.0 5.25 5.12 4.39 5.06 5.80 2.70 2.42 
( 9) ( 0) ( 1) ( 4) ( 1) ( 2) ( 1) 

6. アーフターすーーピス
5.98 0.0 5.60 0.0 0.0 6.35 0.0 3.55 2.43 
( 2) ( 0) ( 1) ( 0) ( 0) ( 1) ( 0) 

7.そ の 他
5. 16 4.68 4.91 5.52 7. 70 0.0 5. 11 2.59 2.58 
(12) ( 5) ( 3) ( 2) (1) ( 0) ( 1) 

k-
日 計 1 (ikS113J1包:?1181泣41E[7hg|(議|(bif

第21表 第2に重視する主力製品のセーノレス・ポイ γトと業績

1全体|食料品[木材陣業|金属[房器その他l事長賢官益生

1.技術独創性
4. 841 4. 731 4. 701 4. 591 5. 591 5. 081 4. 081 2. 50 2.33 
(12) ( 3) ( 2) ( 2) (1) ( 1) ( 1) 

2.デザイ γ 
4.83 4. 70 0.0 3.13 5. 75 0.0 0.0 2.38 2.46 
( 4) ( 1) ( 0) ( 1) ( 2) ( 0) ( 0) 

3. ブP ラ γ ド
~~ ~~ ~~ ~~ ~OO ~æ ~~ 2~ 2.39 
(19) ( 7) ( 3) ( 1) ( 1) ( 1) ( 1) 

4.価 格
5. 011 4. 801 5. 161 5. 001 5. 311 5. 501 4. 851 2. 53 2.43 
(44) (14) (11) ( 7) ( 1) ( 2) ( 2) 

5.機能本位の設計
5. 15 0.0 0.0 5.46 0.0 5.401 4.871 2.76 2.39 
(10) ( 0) ( 0) ( 2) ( 0) ( 3) ( 2) 

6. アーフターサーピス
~~ ~~ ~~ ~~ ~OO ~OO ~~ 2~ 2.54 
(28) ( 4) ( 7) ( 5) ( 2) ( 1) ( 3) 

7.そ の 他
4.94 4.84 5.33 5.33 0.0 0.0 4.221 2.56 2.38 
( 8) ( 4) ( 2) ( 2) ( 0) ( 0) 

メh
日 計 1 (ihS11311K311a凶器!日414!|(鵠1dd
比率の高い方が業績が良し、。ただ本道の場合， 40~50% の場合問題がある

が， 原因はここ 2，3年来の売上げの低下傾向の挽回を図り始めた食料品と

窯業の各1社にある。この 2社を除くと通産省の調査結果と同様な傾向とな
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る。

③販売チャネル

通産省は，同じ質問を用いて圏内と海外市場とへの販売チャネノレと業績の

第22表総売上に対する新製品比率と業績

|全体|食料品|木材|窯業[金属l胡その他|全国障長賞|喜益京
1.この3年間新製品 4.99 4.61 4. 76 5.25 4.70 5.81 5.0211 2.54 2.44 
はない (46) ( 8) (11) (14) ( 1) ( 2) (10) 

5.03 4.89 5.27 4.56 5.77 0.0 4.86 
4.854 
2.55 2.48 2. 10%未満 (38) (10) ( 9) ( 4) ( 4) ( 0) (11)1ノ

3. 10%~20% 5.03 4.95 4.57 5.40 5.54 5. 18 4.93 4.934 2.61 2.42 
(33) (11) ( 6) ( 2) ( 5) ( 5) ( 4) 

4. 20%~30% 5.18 5.12 4.33 6.00 5.33 0.0 5.21 2.87 2.32 
(10) ( 3) ( 1) ( 1) ( 1) ( 0) ( 4) 

5. 30%~40% 5.11 5.01 0.0 0.0 0.0 0.0 5.32 2. 71 2.41 
( 3) ( 2) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 1) 

6. 40%~50% 4.25 3.62 4.97 3.13 0.0 5.08 4.47 1. 89 2.36 
( 5) ( 1) ( 1) ( 1) ( 0) ( 1) ( 1) 

7. 50%以上
4.68長 3.82恭0.0 5. 73 0.0 0.0 5.02 2.20 2.48 
( 5) ( 2) ( 0) く1)( 0) ( 0) ( 2) 

ム ニー 14. 991 4. 78 14. 8815. 1015. 5415. 321 4. 971 1 2. 551 2. 44 
M 削 1(140)1 (37) 1(28)1(23)1(11)1(町 (33)1 1 (140)1(14的

勢食料品には， 54年に設立されまだ本格的営業活動に入っていない1社(利益はゼロ〉

があり，それを除くと社数は1社減じ全体の業績が5.17，食料品の業績は4.93とな
る。

第23表 道内市場でのユーザーへのチャネノレと業績

1.自社直販

2. 自社の販売子会社

3.小売一業等 (百貨庖・スー

4.専門商社・代理屈

5.総合商社

6. その他(受ト等託生の場産・コ
γピナ一 合〕

メミ、
口 言十

|全体|食料品|木材陣調金属医議|そらん|喜長賞|事益長

4.89 4. 72 4.67 5.00 5.34 5.61 4.88 2.48 2.41 
(71) (12) (18) (13) ( 5) ( 4) (19) 

5.44 5.14 4.97 6.20 0.0 0.0 5.43 3.13 2.30 
( 4) ( 1) ( 1) ( 1) ( 0) ( 0) ( 1) 

5.01 5.07 0.0 0.0 5.59 0.0 4. 75 2.50 2.51 
(13) ( 8) ( 0) ( 0) ( 1) ( 0) ( 4) 

5.04 4.70 5. 34 5.11 5.49 5.05 5.13 2.63 2.41 
(38) (12) ( 5) ( 7) ( 3) ( 4) ( 7) 

4. 79 3.08 5.15 5.41 0.0 0.0 0.0 2.35 2.44 
( 5) ( 1) ( 3) ( 1) ( 0) ( 0) ( 0) 

5.39 5.03 5. 33 5.07 6.05 0.0 5.48 2. 71 2.68 
( 9) ( 3) ( 1) ( 1) ( 2) ( 0) ( 2) 

1 (ig11h;?凶l問!1i11制お31(igldkif
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1.自社の直販
4. 991 4. 8714. 781 3. 831 5. 231 5. 791 4. 991 2. 62 2.38 
(21) ( 3) ( 6) ( 1) ( 3) ( 3) ( 5) 

2. 自社の販売子会社
5.33 0.0 5.33 0.0 0.0 0.0 0.0 2.88 2.45 
( 1) ( 0) ( 1) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0) 

3 小売業等 (百貨庖・スー 5.10 5.04 0.0 0.0 5.59 0.0 4.921 2.45 2.65 
( 8) ( 6) ( 0) ( 0) ( 1) ( 0) ( 1) 

4.専門商社・代理庖
5. 011 4. 9015. 331 4. 251 5. 611 4. 991 4. 961 2. 59 2.42 
(46) (15) ( 9) ( 3) ( 3) ( 4) (12) 

5.総合商社 4.50 4.36 5.14 0.0 0.0 0.0 4.701 2.03 2.48 
( 8) ( 6) ( 1) ( 0) ( 0) ( 0) ( 1) 

6. その他(受ト託等生の場産・コ 4.41 4.24 4.64 0.0 4. 391 5. 281 4. 101 2. 06 2.35 
γピナ一 合〕 ( 9) ( 2) ( 2) ( 0) ( 1) ( 1) ( 3) 

7.本州へ進出していない
5.13 4. 78 4.50 5.30 6.11 0.0 5.241 2.68 2.45 
(47) ( 5) ( 9) (19) ( 3) ( 0) (11) 

第24表 本州市場のユーザーへのチャ γネノレと業績

!全体|食料品[木材|業窯|金属|属議|その他|喜長官i事益官

メ斗
I=l 計 lciA3114:114113113I141制品

l込
口

2.39 
1.行っている

2.行っていない
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関係を調べ，その内海外への販売チャネノレとの関係のみを公表している。そ

れによると，小売業・その他が業績評点 2.81で一番良く， 2位自社直販・販

売子会社 3位は専門商社・代理屈， 4位総合商社の順となっているO 本道

の場合も，総合商社の利用は，業績が良くない。また道内では，自社の販売

子会社及び専門商社・代理屈の利用が良く，本州市場は，同じく販売子会社

及び百貨庖やスーパー等の小売業を利用した処が良い結果を示している。ま

た本州市場への直接版売は，収益性は若干劣るが，成長性即ち売上高の伸び

率が高い点は注目される。
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④市場調査

道内の製造企業の多くにとっては，体系的な市場調査は業績向上とは直接

結びついて居らず，むしろ業績の伸び悩みに直面して，市場調査が行われる

傾向が認められる。もっとも狭い範囲に専門化している中小企業の場合特別

な市場調査をする程の事はない場合もあり得ょう。

(3) 生産管理

①設備

主要生産設備の内，取得後3年以内のものの割合(取得原価ベース)で調

べた結果，道内の企業では， 20%から 40%の割合の範囲内で新鋭設備を持

っている処が良いとの結果が出た。ごれは通産省による全国調査が， 40%以

上が良いと言う結果を出したのと異なるものとなっている。しかし，業績評

点を業種ごとに成長性評点と収益性評点に分けて見ると，食料品4社と木材

3社の成長性評点がそれぞれ， 1. 63と0.85と異常に低く，これが 40%以上

の業績評点を低下させている事が判る。この二業種を除くと業績評点は5.29

となり，通産省の結果と同様な傾向となる。

②研究費

通産省の調査は，絶対値を直接に示していないが，本道企業の結果も同様

な傾向を示していると言えよう。即ち研究費の売上高に対する比率が4%以

上の処が一番業績が良L、。そして 2%から 4%の処が一番悪い。中途半端な

第26表新鋭設備比率と業績

|全体|食料品|木材陣業|金属|属議|その他陣 国|喜長賞|事益長

1. 0~20% 5.02 4.86 5.03 5. 11 4.99 5.16 5.17 4.742 2.60 2.42 
(77) (27) (17) (14) ( 2) ( 3) (14) 

(305弱.まで)

5.06 4.85 5.17 4.98 5. 79 5.48 4.75 
175 
2.58 2.48 2. 20%~40% (30%以上)

(46) ( 6) ( 8) ( 6) ( 6) ( 4) (16) 5.280 

3. 40%以上
4.65恭 4.11後3.18 5.33 5.37 5.20 5.24 5.388 2.26 2.39 
(17) ( 4) ( 3) ( 3) ( 3) ( 1) ( 3) 

合 計凶作抗議|!811倒閣1hZ1 1(認1(協
栄昭和54年に設立され，利益ゼロの 1社を除くと業績点は全体で4.77，食料品で4.58
となる。
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1. 0~1% 4.99 4.92 4.73 、5.37 5.49 5.81 4.87 2位 2.53 2.45 
(83) (25) (20) (11) ( 6) ( 2) (19) 

2. 1%~2% 5.09 4. 73 5. 78 4.94 5.53 5.43 5.02 3位 2. 70 2.40 
(23) ( 4) ( 2) ( 7) ( 2) ( 2) ( 6) 

3. 2%~4% 4.78 4.33 4.98 4.51 5.33 5.14 5.11 4i立 2.38 2.40 
(25) ( 7) ( 5) ( 4) (1) ( 2) ( 6) 

4. 4%~6% 5.29 4( .66 0.0 5.61 5.49 0.0 5.34 2.81 2.47 
( 5) 1) ( 0) ( 1) ( 1) ( 0) ( 2) 

5. 6%~10% 5.34 0.0 5.50 0.0 6.02 4.93 0.0 1位 2.88 2.46 ( 4) ( 0) ( 1) ( 0) ( 1) ( 2) ( 0) 

6. 10%以上 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
( 0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0) 

第27表売上高研究費比率と業績

|全体(食料品(木材[窯業!金属伝説|その他(全国|霊長閉幕益長

合
計 |(211問131必I1ii?|!画面l 17iZ134 

1 全面的に技術導入 4.85 4.44 4.54 4.93 5.35 2.45 2.40 
(28) ( 8) ( 3) ( 7) ( 3) (0)1 (7) 

2 一部分の技術導入 4.98 4.82 5.00 5.25 5.36 5.081 4.90 2.58 2.40 
(46) (15) (10) ( 6) ( 4) ( 1) (10) 

3. 導幅入改技良術であるが大 5.26 4.46 5.33 5.42 6.52 5.28 5.29 2.72 2.54 
(16) ( 4) ( 3) ( 2) ( 2) ( 1) ( 4) 

4.全くの自主技術 4.98 5.12 4.74 5.06 5. 14 5.38 4.83 2.53 2.45 
(50) (10) (12) ( 8) ( 2) ( 6) (12) 

第28表生産技術と業績

|全体|食料品!木材陣業|金属|属議lその白書長賞|事益去

b μ 計 [ (ik!?11d?I1a|ぉ11ii?11;?|徳川|(bt
支出は，余り効果のない事を意味している様である。

③技術

技術と業績の関係についての通産省の調査では，いずれも採用企業の割合

のみを公表しており，業績との関連は示されていなし、。しかし，自主技術で

さえあればよいとか技術導入をしさえすれば良いと言うものではない事が明

白に示されている。ただ一般機械においては，全くの自主技術に頼っている

処が良い事は興味のある点である。
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1.全面的に技術導入 5.11 4.63 5.12 '5.33 0.0 0.0 5.3 2.70 2.41 
(17) ( 4) ( 4) ( 4) ( 0) ( 0) ( 5) 

2.一部分の技術導入 4.95 4.72 4.91 4.98 5.56 5.17 4.81 2.57 2.38 
(36) ( 8) ( 9) ( 4) ( 4) (~3) ( 8) 

3. 導幅入改技良術であるが大 4.82 4.51 4.74 4.93 6.05 5.18 4. 79 2.36 2.46 
(35) (11) ( 4) ( 5) ( 2) ( 3) (10) 

4.全くの自主技術 5.09 5.07 4.80 5. 15 5.30 5. 78 5.12 2.62 2.47 
(52) (14) (11) (10) ( 5) ( 2) (10) 

第29表製品の品質・機能に関する技術と業績

|全体|食料品[木材|窯業|金属属議|その他|喜長嬬益E

メミ、
口 計 1 (矧ち司法11811df11E114(認|(id

1.売り上げの伸び率 4.97 4. 76 4.31 5.26 5.28 0.0 5.01 2.52 2. 
(23) (7)1 (1)1 (4)1 (2)1 (0) ( 9) 

2.利益の伸び率 4. 761 4. 251 5. 151 4. 471 7. 701 5. 28 3. 78 2.14 2. 
(11) ( 4) (2)1 (1)1 (1)1 (1) ( 2) 

3.売上金額 5.06 4.77 0.0 4.18 5.67 0.0 5.32 2.68 2. 
( 6) (2)1 (0)1 (1)1 (2)1 (0) ( 1) 

4.利益金額 5. 131 5. 041 5. 121 5. 701 4. 911 5. 81 5.12 2.74 2. 
(31) ( 9) ( 8) ( 2) ( 4) ( 1) ( 7) 

5.率売上高に対する利益 4.951 4.731 4.711 5.091 5.791 5.25 5.08 2.52 2. 
(62)1 (13)1 (16)1 (14)1 (2)1 (6) (11) 

6.率資本金に対する利益 3.62 3.62 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1. 25 2. 
(1)1 (1)1 (0)1 (0)1 (0)1 (0) ( 0) 

7 使用総資本利益率 5.39 6.55 5.60 4.98 0.0 0.0 4.41 3.07 2. 
(4)1 (1)1 (1)1 (1)1 (0)1 (0) ( 1) 

8 自己資本比率 5.18 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.18 2.83 2. 
( 1) ( 0) ( 0) ( 0) (0)1 (0) ( 1) 

9.資金繰り 4. 75 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.75 2.39 2. 
(1)1 (0)1 (0)1 (0)1 (0)1 (0) ( 1) 

第30表最も重視する財務指標と業務

|全体|食料品|木材陣地属伝説その出I~*閉幕呼
45 

38 

39 

44 

7 

32 

35 

6 

メ斗
口 計 1 (i411h;?11ti11ti11211:11h:;12可2.44 

(4) 財務管理

財務管理については，重視する財務指標について調べた。通産省の調査で

は，業績との関係は示されていないが，各企業の重視する財務指標の頻度が

示されている。その比較から判る様に， 最も重視される指標の第l位と第2
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第31表二番目に重視する財務指標と業績

|全体|食料品|木材|窯業|金属|語調その他陣長時益信

5.11 5.42 4.83 5.44 2.53 5.24 4. 72 2.63 2.48 
1.売り上げの伸び率 (25) ( 4) . ( 5) ( 5) ( 2) ( 2) ( 7) 

4.91 5.17 5.07 4.43 0.0 5.22 5.32 2.38 2.53 
2.利益の伸び率 (11) ( 4) ( 1) (4) ( 0) ( 1) (1) 

3 売上金額
4.99 4.71 4.33 5.00 0.0 6.08 4.92 2.60 2.39 
(12) ( 5) ( 1) ( 2) ( 0) ( 2) ( 2) 

5.12 4.53 4.31 5.85 5.67 0.0 4.91 2.74 2.38 
4.利益金額 ( 7) ( 1) ( 1) ( 1) ( 2) ( 0) ( 2) 

5 雲上高に対する利益 51. 5 4.96 5.16 4.89 
5.83 0.0 5.06 2.64 2.50 

(26) ( 8) ( 3) ( 2) ( 4) ( 0) ( 9) 

6.率資本金に対する利益 5.47 0.0 5.92 4.49 6.00 0.0 0.0 2.98 2.49 
( 3) ( 0) ( 1) ( 1) ( 1) ( 0) ( 0) 

7.使用総資本利益率
4.89 4.55 5.18 5.03 0.0 0.0 4.96 2.51 2.38 
(10) ( 3) ( 2) ( 1) ( 0) ( 0) ( 4) 

8. 自己資本比率 5.00 5.03 4.97 4.58 0.0 0.0 5.33 2.55 2.45 
(14) ( 2) ( 9) ( 1) ( 0) ( 0) ( 2) 

9 資金繰り 4.73 3.94 4.43 5.45 4.39 4.84 4.81 2.37 2.36 
(23) ( 4) ( 5) ( 6) ( 1) ( 2) ( 5) 

10.そ の {也
5.13 4.96 0.0 0.0 4.70 5.08 5.92 2.80 2.33 
( 5) ( 2) ( 0) ( 0) ( 1) ( 1) ( 1) 

メ》、

'" 1 (ih;!|1h311お|矧むち11;?| ぉ~I 2. 571 2. 44 
第32表重視される財務指標(各上位4位〉

最も重視する指標 重視(複数回答2項目まで〉

全 国|北海道 全 国|北海道

1.利益金額 11.売上高利益率
(45.33G) 1 (44.33G) 

1.利益金額 1 1 売上高利益率
(53.43G) 1 (62.83G) 

Z 売上高利益率 12.利益金額
(21.43G) 1 (22.13G) 

2.売上高利益率 12.売上高伸び率
(36.63G) 1 (34.23G) 

3.売上高伸び率 13.売上高伸び率
(10. 23G) 1 (16. 43G) 

3.売上高伸び率 1 3.利益金額
(33.83G) 1 (27.13G) 

4.使用総資本利益率14.利益の伸び率
(9.93G) 1 (7.93G) 

4 使用務資本利益率14 利益の伸び率
自己資本比率 (15.73G) 
(各々 19.83G)

( )内は頻度を示す。

位が，本道の企業と入れ代っている。更に次に重視されるものまでを計算に

入れて順位を見ると，利益金額に対する考え方が大きな差を示している。即

ち，通産省の調査では， 53.4%が利益金額を 1位か 2位の重要性を与えてい
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るのに対L，本道では 27.1%の企業が同じ位置の重要性を与えているに過

ぎない。また本道の 62.8%の企業が重視している売上高利益率は， 通産省

調べでは 36.6%の企業となっているO また通産省の調べでは利益金額を重

視する企業が，ここ数年増加して来ている事を示している。一般に利益金額

の様に絶対値を重視する場合，前もって利益計画等の設定，予測を必要とす

る為に，原価や経費に対する注意が喚起され，低成長期の管理方法として望

ましい場合が多い。本道の調査でも利益を重視するものは良い業績を上げて

いるO 一考を要する点であろう。更に本道企業に比較して自己資本が充実し

ていると思われる本州企業が，自己資本比率の重視を第4位に上げているの

は注目される。本道の企業は，もっと自己資本比率の重視を行ってよい筈で

ある。また僅か4社の企業ではあるが，本道でも総資本利益率を第ーに重視

している企業がある事は，その業績の最も良い事実と共に注目される。

(5) 情報管理

情報の収集について見ると，特別にスタ y フを置かないで，全員で集めて

いる企業が業績が良く，経営者のみが収集に努めている様な企業の業績が一

番良くない。また専門スタッフを置いている企業の業績が，その割に良い業

績を挙げていない理由は，業績の伸びが止まった為にスタップを置いたのか，

スタッフの置き方や運営の仕方が悪い為か，今後更に分析して見る事が必要

と思われる。

第33表情報収集機構と業績

|全体|食料品|木材|窯業|金属|属議|その他|喜長官|事益虫

専門ス夕、yフを置いて | 493 4.98 4.27 4. 72 5.49 0.0 5.07 2.55 2.38 
いる く11) ( 5) ( 1) ( 2) ( 1) ( 0) ( 2) 

置い専門 経営者が主に集
める

てス
し、タ
なツ
いフ
を

メ〉、
μ 

全員で集める

意識的にはやっ
ていない

言十

4.84 4.59 4.57 4.86 5.05 5.47 5.01 2.44 2.41 
(31) ( 8) ( 7) ( 4) ( 1) ( 4) ( 7) 

5.07 5.00 5.01 5.20 5.59 5.18 4.87 2.61 2.46 
(83)1 (19)1 (20)¥ (15)1 (7)1 (4)1 (18) 

(15)1 (5)1 (0)1 (2)1 (わI(の(6) 

1 (弘樹ぉ;?11ぷ|1412i41;11ょ13134;?
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第34表情報収集入手先と業績

(全体l食料品!木材陣業!金属|属議|その他陣長国事益官

マスコミ，業界 4.90 4. 72 4.44 5.25 0.0 0.0 4.90 2.50 2.40 
(36) (11) ( 5) (12) ( 0) ( 0) ( 8) 

マスコミ，顧客 4.97 4.78 5.26 4.81 4.92 6.35 4.85 2.57 2.40 
(18) ( 4) ( 2) ( 4) ( 3) ( 1) ( 4) 

業界，顧客
4.93 4.46 5.33 0.0 0.0 5. 13 5.43 2.46 2.47 
(11) ( 5) ( 1) ( 0) ( 0) ( 2) ( 3) 

マスコミ，業界，顧客 4.91 4.86 4.60 3.83 6.00 5.44 4.87 2.42 2.49 
(41) (14) (10) ( 1) ( 4) ( 2) (10) 

金融機関その他
5.20 5.17 5.24 5.43 5.50 5.04 5.05 2. 79 2.41 
(28) ( 3) (10) ( 3) ( 2) ( 3) ( 7) 

そ の 他
5.20 0.0 0.0 5.01 5.54 0.0 5.11 2.81 2.40 
( 6) ( 0) ( 0) ( 3) ( 2) ( 0) ( 1) 

人尋 14. 991 4.781 4. 881 5. 101 5. 5剖 5.331 4. 971 2. 551 2. 44 
ロロ (140)1 (37)1 (28)1 (23)1 (11)1 (8)1 (33)1 (140)1 (140) 

注 マスコミ(業界紙，専門誌，テレビ，ラジオ，一般新聞〕
業 界(業界関係団体，同業他社〕
顧 客(取引先，一般の顧客〕

情報の入手先は， (1)業界紙・専門誌， (2)テレビ・ラジオ・一般新聞，

(3)業界関係団体， (4)同業他社， (5)取引先， (6)一般の顧客， (7)金融機関，

(8)官庁・大学等の指導研究機関， (9)興信所， (10)その他，から 3つまで主

要なものを選んでもらった。当然の事ながら，業界紙・専門誌，業界関係団

体，取引先，同業他社が重要な源泉となっているが，興味あるのは，金融機

闘を情報源に加えている処が業績が良く， 事実業績の良い 11社について調

べると，内7社が重要な情報源として金融機関を上げている点である。因み

に業績の良くない 11社において，金融機関を情報源に上げたのは， 2社であ

った。木材・木製品工業の如く業種によっては，金融機関を情報源のーっと

して有効に活用出来る体質にする事が考えられてよい事を示していると共に

逆に金融機関が優良取引先を求めて，積極的に情報提供のサービスを行って

いる状況が反映されていると思われる。

四，結

企業行動は，企業内部の条件と環境条件との関係によって異なって来る。
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従って，本調査の様な一時点の調査で何等かの結論を引き出す事は危険であ

る。少くとも，この種の調査を数年間行って得られた時系列的資料が不可欠で、

ある。また前述の様に，本調査に解答を寄せられた企業は，比較的優良な企

業ばかりで資料的な片寄りがある。そして，こうした諸制約を前提にして，な

お本道の製造企業に対して言い得る個別的批判や示唆は既に各調査項目にお

いて記述して来ているので，それ等をここで総て繰返す事は不必要であろう。

ただ最後にそれ等を通して次の事は指摘しておきたし、。即ち，既に見た様

に，本道の製造企業は，例外を除き現在の経営学の常識が直接には通用し得

ない底の浅い体質である。従って，下手な企業家精神の発揮は，経営と言う

より投機を意味する危険性が強し、。従ってまず後継者を始めとする人材の育

成と，将来に対するピジョ γの育成が求められる。希望のない処に期待は生ま

れず人材は育たなし、。本道のトップマネジメシトの多くは，現在その個人的

能力によって企業を支えて居り，個人プレイに頼っているが故に，好況の時

には，容易に将来を考え，後継者を育成する時聞を持ち得ずに居る場合が多

い。皮肉な事に，業績が伸びなくなって，始めて長期計画を考え，従業員は

危機意識をもって努力し，士気が高まると言う事となる場合も多い。好況の

時にこそ，将来を考え，人材を育成することが必要であり，有効で、ある。好

況の時こそトッフ。は，出来るだけ権限を委譲し，人材を育成する機会を作り，

白から将来を考える時聞を作る事が，何にも増して必要であろう。

l底の浅い企業を伸ばす為には，特徴ある商品や技術，管理方式を取る事が

まず必要であり，その為には，調査や試験研究のための費用は惜しむべきで

はなく，少くとも売上の4%程度は継続的に投下するべきであろう。販売戦

略におけるブラ γ ドの重要視は，そうした基礎の上に極めて有効なものとな

ろう。また当面の経営目標としては，売上高利益率と共に，絶対額としての

利益金額や自己資本比率をより以上に重視すべきである。

国際化の時代を迎え，なお今後の問題として論じたし、事は余りにも多L、。

しかし，本道の製造企業の大部分については，まず上述の様な足下より基礎

囲めをする事が，今の段階では必要であると考えられる。
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付記

早川教授の本道に対する功績を記念する為に，本道に関連する経営学関係の研究を行

おうとして，経営学の研究に必要な基礎的調査や資料が殆んど存在しない事を知った。

必然的に研究は，基礎的調査となり，資料分析に優れた能力を持つ佐藤芳彰助手に共同

研究者となる事を依頼して，この論文が生み出された。この調査過程では，誠に多くの

方々のご好意を頂戴した。北海道からは昭和55年度の科学研究費補助金を頂戴し，資

料収集では，小泉良夫北見大学教授，篠崎恒夫小樽衛大教授及び未来総合研究所松本誌

氏の御援助を頂戴した。特に松本氏には，御苦労をお掛けした。また152社の方々から

は，面倒な調査に熱心に御協力を頂戴した。これ等の方々に心から御礼を申し上げま

す。
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整理番号L口コ←記入しないで下さ川
北海道製造企業の成長分析調査

会 社 名

本 社 所 在 地
T (電話)

ど記入者の職名および氏名 (職名) (氏名)

決算時期(年1回決算の 年口回決算
場合は「および…・・j以下

決算月は仁汀月および亡日月は記入不要です。)

1.食料品 8窯業・土石製品

2.木材・木製品 9.鉄鋼

業 種 3家具・装備品 10.金属製品

4.ノ匂レフ0・紙・紙加工品 11一般機械
(最も売上高の多い業種を右

5.出版・印刷・同関連 12電気機械の織から lつ選び、 0印を
つけて下さい。) 6.化学 13.輸送用機械

7 ゴム製品 14.その他の製造業

資 本 金 規 模 l百万円

間1.貴社の社長及び役員(実質的な最高意思決定機関の構成メンバーで社長も含む)

の数.年令と現在の職位につかれてからの年数を下記にご記入下さい。

人

才

年

才

年

現在の役員の数

社長の年令

社長になってから現在までの年数

役員の年令(平均)

役員の在位年数(平均)

間2.社長の出身についておたずねします。下記から 1つ選び、該当番号にO印をつけ

て下さい。

創業者社長(貴社を飛躍的に成長させた実質的な初代社長)

二代自社長(創業者社長の御子息，御舎弟，親族及び共同経営者で，二代

自社長になられた方)

貴社はえぬきの万(貴社において.少なくとも10年以上管理職としての仕

事に携わってとられた万も含む)

他の会社，機関等から入り，社長になられた方

2. 

3 

4. 
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問3.最高意思決定機関において，社長はどのような運営の仕方をなさっていますか。

下記から 1つ選び該当番号1[0印をつけて下さい。

L 役員の意見も参考にするが，社長がもっぱら決定する。

2. 構成メンバーが同等の立場で議論し，最終的I[社長がリーダーシップをと

って決定する。

3 多数の構成メンバーの意見を中心I[議論し，最後に社長がとれをとりまと

める。

問4.貴社は，自社の特長ないし強みはどとにあるとお考えですか。最も大きいとお考

えのもの 1っと，次に大きいとお考えのもの 2つを，以下から選び番号を記入し

て下さい。

一吋の日 次IC大山の〔て

1. 企業の伝統，知名度，ブランド 6 優秀な下請

2. 経営陣 7. 安定した販売先・納入先

3 取り扱い製品の特性・成長性 8 資産内容

4 製品開発力 9 その他

5. 従業員の資質・意欲 (具体的に

問5.貴社は海外市場をどのようにお考えですか。下記から lつ選び該当番号にO印を

つけて下さい。

1. 現在は全く考えていない。

2 近い将来.市場として考えている。

3 現在すでに有力な市場になっている。

4. 現在，撤退を考えている。

問6.貴社は本州市場をどのようにお考えですか。下記から lつ選び該当番号ICO印を

つけて下さい。

1. すでに重要な市場として，工場や営業所などを進出させている。

2. 有力な市場として商社や問屋を通じて販売している。

3. 有力な市場として進出を考えている。

4. 市場として全く考えていなし、。
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間7.貴社の製品の本州への移出比率(直接あるいは販売庖を通じる移出売上げの，総

売上高tC占める比率)はどの程度でしょうか。昭和54年度Kついて，下記から 1

つ選び該当番号KO印をつけて下さい。

1. 全くない 4. 20-30必未満

2. 10%未満 5. 30-50~話未満

3. 10-20%未満 6. 50%以上

問8.貴社では長期経営計画(3年以上lζ亘る)を策定しておられますか。下記から 1

つ選び該当番号にO印をつけて下さい。

1. 策定している

Z 策定していない

問9. (策定している場合)長期経営計画策定の過程に， トップ7 ネジメントはどの程

度参加されていますか。下記から 1つ選び該当番号にO印をつけて下さい。

1 策定過程に時間をさいて直接参加する。

2 説明を熱心に聞くととにより策定に参加する。

3. 一応説明を聞く程度

問10.工場の従業員の平均勤続年数はどの位ですか(概数で結構です)。

平均勤続年数仁三J年くただし女子は除く>

間11.貴社の現在の主力製品のセーノレスポイントは，次のいずれですか。最も重視する

もの lっと，次に重視するもの 1つを以下から選び番号を記入して下さい。

最も重視するもの口 次に重視するもの口

L 技術独創性

2. デザイン

3 ブランド

4 価格

5. 機能本位の設計

6 アフターサービス

7. その{也

(具体的に
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問12 過去3年間に開発・販売された新製品は.現在の総売上高lζ対してどの程度の比

率を占めていますか。下記から 1つ選ぴ該当番号lζO印をつけて下さい。

l との 3年新製品はない 5. 30-40%未満

2. 10;百未満 6. 40-505あ未満

3. 10-20%未満 7. 50%以上

4. 20-30%未満

間13.貴社の主要製品のユーザーへのチャネノレを道内市場と本州市場のそれぞれについ

て以下から 1つ選び番号を記入して下さい。(最も取り扱い高の多いチャネノレで

結構です。)

道内市場口

1 自社直販

2 自社の販売子会社

本州市場仁

4. 専門商社，代理屈

5 総合商社

3. 小売業(百貨庖，スーパ一等) 6 その他(受託生産，コンビナート
等の場合)

問14 貴社では市場調査といえる調査を行っていますか。下記から 1つ選び該当番号に

0印をつけて下さい。

1 行っている

2. 行っていない

問15.貴社の主要生産設備のうち，取得後3年以内のものの割合(取得原価ベ ス)は

次のいずれですか。 1つ選び該当番号にO印をつけて下さい。

1. 0 -20%未満

2. 20-40%未満

3. 40%以上

問16.貴社では売上高le対する研究費の比率は.何%を目安として乙られましたか。下

記から 1つ選び該当番号ILO印をつけて下さい。

1. 0-1%未満 4.4-6%未満

2.1-2%未満 5. 6 -10%未満

3.2-4%未満 6. 105杉以上



230 (1310) 経済学研究第30巻第4号

悶17.貴社の主力製品の生産に関する技術.製品の品質・機能に関する技術は次のいず

れでしょうか。それぞれについて， 1つ選び番号を記入して下さい。

生産に関する技術円

製品の品質・機能11
IC関する技術 」ー」

1. 全面的に技術導入

2. 一部分の技術導入

3 導入技術であるが大幅改良

4 全くの自主技術

間18.貴社のトァプは，企業経営にあたりどのような財務指標を重視なさいますか。最

も重視されるもの 1っと，次IC重視されるもの 1つを以下から選び番号を記入し

て下さい。

最も重視するもの己コ 次に重視するもの「三

l 売上の伸び率 7 使用総資本IL対する利益率

2. 利益の伸び率 8 自己資本比率

3 売上金額 9 資金繰り

4. 利益金額 10.配当率

5 売上高に対する利益率 11 その他

6. 資本金lζ対する利益率 (具体的に

問19 企業系列には一般に生産系列・販売系列などがあるとされていますが，いずれを

問わず貴社はいわゆる系列に入っておられますか。該当番号にO印をつけて下さ

し、。

1. 系列に入っている

[ ーその系列で中核になっている企業名
(販売系列)

2 系列には入っていない
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間20.貴社では経営情報のとり入れ方はどのようにされていますか。下記から lつ選び

該当番号にO印をつけて下さい。

1 専門スタッフ(情報収集・分析のための組織や担当者)をおいている。

2 専門スタッフはおいていない

〔専門スタッフをおいていない場合〕

イ.主として経営者自身が集めている。

ロ.組織や担当者をおいていないが企業全体で収集に努めている。

ハ. とくに意識的にはやっていない。

問21.貴社では，必要な経営情報をどこから入手されていますか。下記から主なものを

選び(3つまで)番号にO印をつけて下さし、。

1. 業界紙・専門誌 6 一般の顧客

2. テレビ・ラジオ・一般新聞 7 金融機関

3. 業界関係団体

4. 同業他社

5. 取引先

8. 官庁・大学等の指導，研究機関

9 興信所

10. ぞの他

(具体的に
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(年2回決算の場合は年間合計数字でど記入下さい。)

昭和 51年度 昭和 52年度 昭和 53年度 昭和 54年度 昭和55年度(予定)I 

売上向 ι 三」百万円 jj|百円 I ! ' ! I百万円

経常利益 百円

税引後
|百円 τ つ百円 |百円

純利益

使
他人資本 I百万円 !日円用

総
資
自己資本 ， ， ， I日円 [:: |日円本

期 末

従業員数

間22.貴社の経営指標をお教え下さい。

潜入肝

dl

他人資本及び自己資本は期末残高の数字をご記入下さい。

①他人資本~流動負債(支払手形，買掛金，短期借入金，納税引当金など) .固定負債(社債，長期借入金，退職

給与引当金など) .特定引当金(価格変動準備金，公害防止準備金など)の計。

②自己資本~資本金又は元入金，法定準備金(資本準備金一商法第 288条の 2に掲げるもの.利益準備金一商法第

288条に掲げるもの，再評価積立金など) .剰余金(任意積立金及び繰越利益剰余金期末残高又は繰

越欠損金期末残高の計で当期利益は除く) .当期利益(法人税及び特別損益等の控除後の最終利益)

の計。

7 イナスの数字は.頭部IC企印をおつけ下さい。

注 (1)

12) 
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最後に，現在貴社がかかえている問題があれば，その最も大きなものをお教え下さい。

お忙しい中，ど協力誠にありがとうございました。




